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１ 予算編成方針と予算案の概要 

 

（1）予算編成方針 

令和 7 年度予算編成にあたっては、以下の方針に基づき編成しました。 

①計画の 6 年目で後期期間の初年となる第 7 次振興総合計画の具現化と各施策の目的や基本方

針の実現を目指し、諸施策を立案し、事業費を見積もること。 

②町長の公約（壬生町長 2 期目）を実現するべく、「地域に根差した人材育成」を中心に、令和

7 年度でより多くの公約の実現と充実に向けた取り組みができるよう、公約に基づくまちづ

くりの方針を全施策に的確に織り込むこと。 

③最小の経費で最大の効果を上げることを念頭に置き、健全な財政を維持するためにあらゆる

財源の確保について最大限の努力をするとともに、課題の解決に向けて必要な事業を推進し

つつ、事業の効果などを十分に勘案すること。 

 

（2）予算案の概要 

令和７年度一般会計予算案の総額は 75 億 3,000 万円、対前年⽐1 億 4,000 万円の減額（1.8％

減）です。主な減額の要因は、下市田保育園施設改修整備事業の終了や地域開発事業特別会計

への繰出金の減などです。 

歳入のうち町税は、定額減税の終了による個人住民税の増額などにより対前年⽐ 9,873 万円

増額（7.2%増）の 14 億 7,714 万円、地方交付税は、対前年⽐ 6,000 万円増額の 23 億円を見込

んでいます。一方、地方特例交付金は定額減税に伴う減収補填分の減額により対前年⽐ 6,700

万円減額（84.8%減）を見込んでいます。国や県の補助金等を最大限に活用しつつ、なお不足の

分として、財政調整基金やふるさと元気づくり基金など各種基金から合計 3 億 2,900 万円を繰

り入れます。 

施策や事業の骨子は次のとおりです。子育て関連では、妊娠期から思春期まで子どもと保護

者を切れ目なく見守る場として「たかもりこども家庭センター」を設置し、社会福祉士、保健

師、子ども家庭支援員が連携し、地域とともに子どもの成長を育みます。また、18 歳以下の子

どもが医療機関を受診する際の窓口負担 500 円を４月から無料化します。 

町立保育園では、これまで 3 歳児以上の子どもに持参してもらっていたご飯について、町で

の提供を開始しパン代を含めた主食代を町で負担します。あわせて私立認定こども園にも主食

代分を補助します。小中学校では、子育て支援の一環として、学用品費や校外活動費の個人負

担の一部を公費負担し、保護者の経済的負担を軽減し子育て世代の家計を支援します。 

家庭から出るごみの中で最も多い生ごみのリサイクルを促進するため、リサイクルステーシ

ョンに生ごみ処理機を設置し、収集・処理の実証実験を行います。 

脱炭素社会実現に向け、太陽光発電設備・蓄電池の設置に対し、引き続き補助金を交付しま

す。また、町内企業から排出される二酸化炭素量を見える化し削減する取り組みを支援します。 

公共施設では、老朽化している福祉センターについて、令和６年度に行った基本設計を基に

建て替えの実施設計に着手します。 

道路関係では、これまで行っていた城岸橋架け替えは５月末に終了し供用開始予定です。続

けて町道Ⅰ-１号線の下市田区側（県道市田停線～大丸山信号機）の改良工事に着手します。町
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道Ⅰ-６号線（八日市場線）は、令和 12 年度末供用開始を目指し拡幅改良事業に着手します。

令和７年度は、地権者・地域の了解を得たルート案を基に詳細設計を実施します。 

農業振興関係では、令和 6 年度に策定完了する地域計画に基づく取り組みとして地域農業組

織の担い手の農業生産活動を支援するとともに、市田柿生産の維持を図るため、柿むき機の更

新に対する補助制度を創設します。 
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２ 各種会計の予算規模 

（１）一般会計と特別会計                   （単位：千円・％） 

会計名 
予算額 前年度比較 

一般会計繰出金 

（各会計への繰入等） 

R7 年度 R6 年度 増減額 前年比 R7 年度 R6 年度 増減額 

一般会計 7,530,000 7,670,000 ▲140,000 ▲1.8 686,480 837,211 ▲150,731  

特別会計 

国 民 健 康 保 険 事 業 1,159,737 1,207,733 ▲47,996 ▲4.0 72,322 73,433 ▲1,111 

後 期 高 齢 者 医 療 220,158 210,153 10,005 4.8 43,398 42,326 1,072 

介 護 保 険 1,472,566 1,466,370 6,196 0.4 214,256 213,661 595 

地 域 開 発 事 業 77,065 215,758 ▲138,693   ▲64.3 － 133,135 ▲133,135 

農 業 集 落 排 水 事 業 122,869 115,646 7,223  6.2 80,129 66,450 13,679 

 

（２）公営企業会計                      （単位：千円・％） 

会計名 

予算額 前年度比較 一般会計繰出金 

R７年度 R６年度 増減額 前年比 
R７年度 R６年度 増減 

収入 支出 収入 支出 収入 支出 収入 支出 

公
共
下
水
道
事
業 

収
益
的
収
支 

507,295 493,379 500,374 481,765 6,921 11,614 1.4 2.4 206,215 199,315 6,900 

資
本
的
収
支 

674,011 1,009,679 374,841 646,305 299,170 363,374 79.8 56.2 57,619 100,594 ▲42,975 

水
道
事
業 

収
益
的
収
支 

300,963 248,463 294,740 228,858 6,223 19,605 2.1 8.6 3,760 3,513 247 

資
本
的
収
支 

164,448 448,729 60,451 338,108 103,997 110,621 172.0 32.7 8,781 4,784 3,997 

 

  



  - 6 - 

３ 令和７年度の重点事業  （▶担当課略称・予算書ページ）  

（１）主体的な学びの実現               ●第 7 次まちづくりプラン 分野 A 

 町立図書館管理運営事業 ▶教育 P173 1,381 千円 
 

 町立図書館の開館 40 周年を記念し、イベントや先進図書館の見学ツアーを開催します。イベントを

通じ、町立図書館の役割や目指す姿について町民とともに考える機会を作っていきます。 
 

 南小学校教育活動運営事業 
北小学校教育活動運営事業 
中学校教育活動運営事業 ▶教育 P159、163 

28,218 千円 
 

 子育て支援の一環として、小中学校の学用品費や校外活動費の個人負担の一部を公費負担すること

で、保護者の経済的負担を軽減し子育て世帯の家計を支援します。 
 

 

（２）子育てしやすい環境の実現            ●第 7 次まちづくりプラン 分野 B 

 子ども・家庭包括支援事業 ▶健福 P95 20,486 千円 
 

 妊娠期から思春期まで、子どもと保護者を切れ目なく見守る場として、「たかもりこども家庭センタ

ー」を設置します。社会福祉士、保健師、子ども家庭支援員が連携し、地域と共に子どもの成長を育

みます。 
 

 町立保育園食育推進事業 ▶教育 P99 1,044 千円 
 

 これまで保護者に持参してもらっていたご飯（3 歳以上児）について、町での提供を始めます。また

パン代を含めて主食代を町で負担します。 
 

 認定こども園ぱどま運営事業 
高森あかり保育園運営事業 ▶教育 P102、103 

1,776 千円 
 

 主食代（ご飯・パン）の保護者負担がないように、町内私立認定こども園へ主食代を補助します。 

 

（３）魅力発信と地域づくりの実現           ●第 7 次まちづくりプラン 分野 C 

 自治組織運営支援事業 ▶総務 P58 2,758 千円 
 

 自治組織のまちづくりを応援するため、コミュニティ運営をサポートする自治会ＳＮＳを導入しま

す。紙回覧など従来の仕組みは残しつつ、地域情報の投稿や閲覧、電子回覧板など次世代の自治活動

のしくみづくりを進めます。 
 

 観光振興事業 ▶産業 P133 1,210 千円 
 

 町全体の観光振興計画を策定します。信州たかもり温泉のリニューアルに合わせて、上段地域の観光

振興策等を検討します。 
 

 山吹下河原土地利用計画策定事業 ▶建設 P143 2,200 千円 
 

 令和 6 年度策定「山吹下河原未来ビジョン」の具現化に向け、官民連携を模索します。そのためのサ

ウンディング型市場調査を実施します。 

 

（４）健康の実現                   ●第 7 次まちづくりプラン 分野 D 

 たかもりＡＣＥプロジェクト事業 ▶健福 P108 2,674 千円 
 

 運動・健診・食を通じた健康づくりを推進します。インターバル速歩の実施、町民や企業への健診機

会の周知、うましおプロジェクトの推進等、各世代に向けて健康づくりの実践を促進します。 
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（５）多様なスポーツの実現              ●第 7 次まちづくりプラン 分野 E 

 国民スポーツ大会開催事業 ▶教育 P178 10,363 千円 
 

 2028 年の国民スポーツ大会に向けて施設の整備を進めます。また、国民スポーツ大会の理解を深め、

町全体でつくりあげる大会とするため、町民との情報共有を充実していきます。 
 

 青少年校外スポーツ活動支援事業 ▶教育 P176 9,588 千円 
 

 部活動地域展開について、町民への周知、課題研究、協議会による展開策の協議、実証事業等を進め

ます。 

 

（６）福祉の実現                   ●第 7 次まちづくりプラン 分野Ｆ 

 福祉医療費給付事業 ▶健福 P84 10,680 千円 
 

 子ども(18 歳以下)が医療機関を受診する際の窓口負担 500 円を令和７年４月から無料化します。 

 

（７）経済的自立の実現                ●第 7 次まちづくりプラン 分野 G 

 市田柿振興事業 ▶産業 P124 5,373 千円 
 

 意欲ある担い手への支援と市田柿生産の維持を図るため、農業振興補助金（仮）を創設し、更新時期

を迎える柿むき機の購入補助を行います。 
 

 農地維持活動支援事業 ▶産業 P123 35,770 千円 
 

 各地域の地域計画に基づき地域農業組織や担い手の農業生産活動を支援します。 

 

（８）持続可能な環境の実現              ●第 7 次まちづくりプラン 分野 H 

 地球温暖化防止推進事業 ▶環水 P111 49,747 千円 
 

 脱炭素社会の実現に向け、太陽光発電設備・蓄電池の設置に対して補助金を交付します（継続）。 

町内企業から排出される二酸化炭素量を見える化し、削減する取り組みを支援します（新規）。 
 

 一般廃棄物収集処理事業 ▶環水 P114 7,180 千円 
 

 家庭から出るごみの中で最も多い生ごみのリサイクルを促進するため、リサイクルステーションに生

ごみ処理機を設置し、収集・処理の実証実験を行います。 

 

（９）安全・安心の実現                ●第 7 次まちづくりプラン 分野 I 

 町道Ⅰ-６号線拡幅改良事業 ▶建設 P141 30,300 千円 
 

 令和 12 年度末供用開始を目指し、町道Ⅰ-6 号線（八日市場線）拡幅改良事業に着手します。令和６

年度に地権者・地域の了承を得たルート案をもとに詳細設計を実施します。 
  

 町道Ⅰ-１～230 号線拡幅改良事業 ▶建設 P141 100,000 千円 
 

 町道Ⅰ-１号線の下市田区側（県道市田停車場線～大丸山信号機間）の改良工事を実施します。また、

吉田中地区へのゾーン 30 プラス設定に伴うハンプ等物理的デバイスも設置します。今年度で 5 年間

にわたる当事業が完了します。 
 

 橋梁整備事業（城岸橋架け替え） ▶建設 P141 18,000 千円 
 

 令和７年５月末供用開始に向け、上部工を実施します。 
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 河川維持修繕事業 ▶建設 P143 8,000 千円 
 

 県管理一級河川等の浚渫（しゅんせつ）を推進し、町内河川の氾濫による浸水被害等の未然防止に努

めます。 
  

 公園管理事業 ▶建設 P144 5,030 千円 
 

 共生社会の実現に向け、丸山公園にインクルーシブ遊具
※

２基を設置します。 

※ハンディキャップの有無等を気にせず誰もが「自分らしい」遊びが楽しめることを目的とした遊具。 
 

 防災・減災対策事業 ▶総務 P148 8,030 千円 
 

 大規模災害の発生に備え、避難所で使用する簡易ベッド等の防災資機材の備蓄を推進し、住民参加型

の避難所開設訓練等で活用することによって災害対応力の向上を図ります。 

 

（１０）住民サービスの向上              ●第 7 次まちづくりプラン 分野Ｊ 

 現福祉センター施設改築事業 ▶総務 P51 68,000 千円 
 

 令和６年度に行った基本設計を基に、令和８年度からの工事に向け実施設計に着手します。 
  

 基幹系システム管理事業 ▶総務 P53 83,585 千円 
 

 国が示す住民記録や税、保険など様々な基幹系業務の標準化の指針に基づき、システムを改修し機器

を更新します。 

 

  



  - 9 - 

４ 議会からの提言と予算措置 

令和 7 年度予算編成にあたり、高森町議会より令和 6 年 12 月 16 日付けで「令和 7 年度予算

に向けての提言」がなされました。その要旨と予算措置及び対応は以下のとおりです。 
 

○町民の健康づくりの推進について 

町ではフレイル予防に必要不可欠な「食・運動・社会参加」の取り組みを一体的に進め、健康長 
寿を目指し、生活習慣病などの健康問題を予防するために、さまざまな取り組みが進められていま 
す。 

また、スポーツ庁の発表では「全国で運動不足が原因で毎年 5 万人が亡くなっている」と言われ 
ており、これは決して軽視できない問題です。そこで、若い世代から高齢者まで幅広い町民が適度 
な運動やスポーツに取り組むことは、フレイル予防や健康的なライフスタイルを実現し、生活習慣 
病などの健康問題を予防することができます。さらにスポーツを通じた交流や地域とのつながりを 
深める重要な役割を持っていると考えます。 

山吹ほたるパークなどの施設を有効に活用し、町民が楽しくスポーツに取り組める環境づくりや、
スポーツを通じた町民の健康増進を継続的に取り組められるよう下記の項目を提言します。 

 
１）ニュースポーツに対応した備品の整備や保全・拡充をすること 
２）教育委員会配置の地域おこし協力隊との連携を強化し、積極的に町民の健康増進に努めること 

【予算措置等の対応】 
１）ここ数年、囲碁ボール、クッブ、モルック、ペタンク、ボッチャなどのニュースポーツ用品を 

揃えてまいりました。また、最近では屋内でもニュースポーツができるように室内用も揃えてい 
ます。これらのスポーツは、専門的な知識や技能が無くても、誰でも参加し、気楽に身体を動 
かせるものです。なお、道具だけではなく、スポーツ推進委員が地域に入り、競技やルールな 
どを教える際の謝礼等も予算化してあります。今後も町民の皆さんに気楽にスポーツをして頂 
けるよう、企画等してまいります。 

２）健康増進のため、各年代や個々の健康課題に応じた教室を実施しています。また「足」の健康 
を考える取組みを継続するとともに、昨年度から始めたインターバル速歩を、より幅広い年齢層 
を対象に実施します。医師や信州大学、運動健康指導士と連携し、年間を通じて健康づくりに取 
り組みます。運営には、町の保健師に加え、地域おこし協力隊も積極的に加わり、楽しみながら 
継続できるようサポートします。特に、地域おこし協力隊はスポーツや健康づくりの推進役とし 
て、地域の皆さんとともに運動習慣の定着を目指します。健康長寿を目指し、自ら健康について 
考え、予防できる機会の創出を進めていきます。 

                                          

○保育や学校現場に専門的知識を持った人材の配置を 

次世代を担う子どもたちの生活や教育環境は、社会全体の変化や経済状況に大きな影響を受けて 
います。児童・生徒が抱える問題は、いじめや不登校をはじめ、友人関係や親子関係、学習面の課 
題に加えて、発達障がいや精神疾患なども増加しており、その問題の種類はますます多様化してい 
ます。 

また、医療技術の進歩により医療的ケア児の数が増え、その支援内容も多様化しています。町全 
体で子どもたちを支え誰一人取り残さず育てるためには、切れ目のない子育て支援策を、より確実 
かつ体系的に整備する必要があります。 

自治体や民間ボランティアによる取り組みは進んでいますが、依然として効果的な解決策が十分 
に機能していないのが現状です。特に自治体では、子どもや保護者からの切迫した要望に応えるた 
めに、専門職員や指導者の数が不足しているという課題を踏まえ下記の項目を提言します。 
 
１）保育現場や学校現場に専属のスクールカウンセラー等の専門人材の配置をすること 
２）保育所や学校などで医療的ケア児を受け入れるための研究を進めること 

【予算措置等の対応】 
１）当町では、スクールカウンセラー等については、現在、県委嘱と町委嘱のスクールカウンセラー 

をお願いし、謝礼等について予算化しています。なお、令和 7 年度では、教育委員会の所管で 
あった「こども家庭総合支援室」が包含される形で、新たに「たかもりこども家庭センター（管 
轄は健康福祉課）」を設置し、社会福祉士を採用し配置することになりました。今後も保育や学 
校の現場と協議しながら、適切な専門人材配置に努めてまいります。 

２）医療的ケア児については、過去に飯田下伊那内の訪問看護ステーションに業務を委託し、児童 
の主治医の指示書に基づき、南小学校に 2 年程度来て頂いた事例があります。一方で、その人 
材や事業所を見つける際には、大変苦慮したことも事実です。現在、南信州広域連合では医療 
的ケア児等に対する支援を総合的に調整する専門職「医療的ケア児等コーディネーター」を 2 
名配置していますが、今後は、看護師等の配置についても、町単独ではなく広域的な連携も視
野に入れて、研究してまいりたいと思います。 
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○ハーモニックロード周辺の観光開発 

現在始まっている「たかもり温泉」のリニューアルへの取り組みは、プロポーザル実施によって
その経営と設計について検討が進んでいます。このことは、座光寺スマートインターチェンジ開通の
利便性を生かした今後の「高森町の観光」に深く関係してくるものと考えます。一方、「たかもり温
泉」を起点としたハーモニックロードは、「南アルプスの展望」「不動滝や瑠璃寺、観光農業」等を始
めとする高森町の重要な観光資源でもあります。さらには、再開発の必要性を含め検討を始めた「ア
グリ交流センター」なども点在しています。 

令和５・６年度には国道１５３号沿線の地区計画が進められ、「山吹下河原未来ビジョン」が策定
され「市田駅周辺地域都市再生整備計画」も始動し始めました。 

令和７年度以降においては、高森町上・下段のバランスの取れた「地区計画や魅力発信」の推進
を視野に、下記の項目について提言します。 
 
１）たかもり温泉のリニューアルに合わせて、ハーモニックロード沿線の観光開発について多面的・

計画的な推進を図ること 

【予算措置等の対応】 
１）観光振興事業 観光振興計画の策定支援業務委託・・・1,210 千円 
  町有林保育事業 町有林保育施業委託（観光地の景観整備） 大島山展望台・・・3,000 千円 

町全体の観光振興計画を策定します。また信州たかもり温泉のリニューアルに合わせて、上段
地域の観光振興策等を検討します。 

また、南アルプスの展望を観光資源として活用できるよう、大島山の展望公園の周辺伐採を実
施します。 

 
○策定される「地域計画」を着実に推進するために 

当町では、令和６年度中に十数地区で地域計画が策定される見通しです。令和７年度以降は、すべ
ての地域計画策定区域において、地域が目指す農業・農地利用に向けて実践して行かなければなりま
せん。 

当町の基幹産業である農業において、地域計画を推進（経営基盤の強化を促進）するために、下記
の項目について提言します。 
 
１）地域計画を推進するために、農業振興係・農業委員会事務局・営農支援センターの業務量は増大

する。遅滞なく推進できる人員体制を確保すること。 
２）担い手となる、認定農業者・後継者・新規就農者等の積極的な確保と支援、農業法人・一般社団

法人等の設立をサポートすること。 

【予算措置等の対応】 
１）営農支援センター運営支援事業 
  農業振興係は営農支援センター事務所内に移動し業務を執行します。農業経営、農地継承などの

相談窓口としての体制を充実させるとともに、農業に携わる関係者と連携し地域農業の継続と更
なる振興を図ります。 

２）農地維持活動支援事業・・・35,770 千円 
    市田柿振興事業 農業振興補助金・・・5,000 千円 

意欲ある農業の担い手への支援と市田柿の生産維持を図るため、新たな補助金制度を創設し柿む 
き機の更新などに対して支援をします。また、地域の農業を支える新たな担い手の確保と後継者 
育成に引き続き取り組むとともに、地域農政組織への支援継続と新たな組織づくりについて地域 
と共に検討していきます。 
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５ 令和７年度 一般会計予算案のあらまし 

（1）歳入の内訳と主な増減理由                      （単位：千円・％） 

区 分 
予算額 増減 

主な増減 
R７年度 構成比 R６年度 増減額 前年比 

1 町税 1,477,145 19.6 1,378,410 98,735 7.2   

  個人町民税 614,000 － 545,000 69,000 12.7 定額減税終了伴う増 

  法人町民税 70,010 － 69,010 1,000 1.4 法人数の増 

  固定資産税 648,720 － 616,100 32,620 5.3 新築家屋の増及び償却資産の増 

  軽自動車税 66,415 － 65,300 1,115 1.7 登録台数の増 

  町たばこ税 78,000 － 78,000 0 0.0  

  入湯税 0 － 5,000 ▲5,000 ▲100.0 信州たかもり温泉改修に伴う減 

2 地方譲与税 79,491 1.1 73,876 5,615 7.6 

令和６年度決算見込の他、国や県の財政

推計に基づく増 

3 利子割交付金 700 0.0 400 300 75.0 

4 配当割交付金 6,000 0.1 4,000 2,000 50.0 

5 株式譲渡所得割交付金 5,000 0.1 2,500 2,500 100.0 

6 法人事業税交付金 23,000 0.3 18,000 5,000 27.8 

7 地方消費税交付金 330,000 4.4 293,000 37,000 12.6 

8 ゴルフ場利用税交付金 9,000 0.1 8,500 500 5.9 

9 自動車税環境性能割交付金 8,000 0.1 5,000 3,000 60.0 

10 地方特例交付金 12,000 0.2 79,000 ▲67,000 ▲84.8 定額減税終了に伴う減収補填分の減 

11 地方交付税 2,300,000 30.5 2,240,000 60,000 2.7 

令和６年度決算見込の他、国や県の財政

推計に基づく増 
  普通交付税 2,120,000 － 2,070,000 50,000 2.4 

  特別交付税 180,000 － 170,000 10,000 5.9 

〔一般財源計〕 4,250,336 56.4 4,102,686 147,650 3.6   

12 交通安全対策特別交付金 1,000 0.0 900 100 11.1   

13 分担金及び負担金 86,810 1.2 91,032 ▲4,222 ▲4.6 
保育所保護者負担金 ▲1,507 

森林造成事業負担金 ▲1,386 

14 使用料及び手数料 87,943 1.2 90,938 ▲2,995 ▲3.3 ケーブルテレビ放送使用料 ▲1,634 

15 国庫支出金 887,618 11.8 801,051 86,567 10.8 

児童手当負担金 45,218 

社会資本整備総合交付金 

（地域交流センター）27,200 

交通安全対策補助金（地区内連携）8,008 

公立学校情報機器整備費補助金 6,600 

道路メンテナンス事業補助金 ▲21,736 

脱炭素移行・再エネ推進交付金 ▲9,165 

16 県支出金 461,265 6.1 414,592 46,673 11.3 
児童手当負担金 12,648 

福祉医療費給付事業補助金（子ども） 

11,745 

17 財産収入 10,971 0.1 10,917 54 0.5 立木売払収入 389 

18 寄付金 400,100 5.3 373,100 27,000 7.2 ふるさと元気づくり寄付金 30,000 

19 繰入金 329,000 4.4 574,000 ▲245,000 ▲42.7 
財政調整基金繰入金 ▲150,000 

公共施設等整備更新基金繰入金▲95,000 

20 繰越金 432,421 5.7 323,000 109,421 33.9   

21 諸収入 208,136 2.8 137,884 70,252 51.0 
地方公共団体情報システム機構補助金 

67,102 

吉田霊園管理料 1,114 

22 町債 374,400 5.0 749,900 ▲375,500 ▲50.1 

公共事業等債 51,000 

緊急防災・減災事業債 27,600 

公共施設等適正管理推進事業債  

▲404,900 

臨時財政対策債 ▲5,000 

合 計 7,530,000 100.0 7,670,000 ▲140,000 ▲1.8   
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（２）目的別歳出の内訳と主な増減理由                 （単位：千円・％） 

区 分 
予算額 増減 

主な増減 
R７年度 構成比 R６年度 増減額 前年比 

1 議会費 79,464 1.1 77,865 1,599 2.1  

2 総務費 1,507,077 19.9 1,240,627 266,450 21.5 

基幹系システム管理事業 105,723 

現福祉センター施設改修事業 67,751 

ふるさと元気づくり寄附推進事業 41,953 

地域産業活性化事業 ▲30,074 

ふるさと元気づくり基金 ▲11,733 

3 民生費 2,212,405 29.4 2,568,110 ▲355,705 ▲13.9 

児童手当給付事業 67,906 

高森あかり保育園運営事業 15,596 

福祉医療費給付事業 13,044 

下市田保育園施設改修整備事業 ▲455,117 

町外保育園への保育委託事業 ▲7,074 

福祉入湯券支給事業 ▲3,250  

4 衛生費 518,045 6.9 901,888 ▲383,843 ▲42.6 

一般廃棄物収集運搬処理事業 7,765 

地球温暖化防止推進事業 ▲49,006 

定期予防接種事業 ▲9,971 

健康センターあさぎり管理運営事業 ▲2,437 

5 労働費 3,871 0.1 3,882 ▲11 ▲0.3   

6 農林水産業費 370,069 4.9 239,946 130,123 54.2 

竜西一貫水路改修費負担事業 33,600 

青年就農者定着支援事業 15,061 

市田柿振興事業 5,000 

土地改良施設管理事業 ▲3,016 

森林病害虫等対策事業 ▲2,399 

7 商工費 168,337 2.2 306,217 ▲137,880 ▲45.0 
観光振興事業 10,136 

地域開発事業特別会計繰出金 ▲133,135 

8 土木費 1,069,240 14.2 844,349 224,891 26.6 

町道Ⅰ-6 号線拡幅改良事業 31,972 

町道Ⅰ-1～230 号線拡幅改良事業 28,694 

町道維持修繕事業 11,891 

橋梁整備事業 ▲47,477 

ＭＩＺＢＥステーション整備事業 ▲29,134 

河川改良事業 ▲23,376 

9 消防費 274,675 3.6 246,883 27,792 11.3 
防災用無線通信施設維持管理事業 27,791 

消防団運営事業 ▲1,545  

10 教育費 739,150 9.8 697,008 42,142 6.0 

中学校教育活動運営事業 18,129 

社会体育施設維持管理事業 13,249 

ほたるパーク周辺施設維持管理事業 11,618 

ほたるパークの施設環境整備事業 ▲21,869 

山吹ほたるパーク周辺整備事業 ▲17,553 

やるのも見るのもスポーツ事業 ▲11,581 

12 公債費 523,643 7.0 510,867 12,776 2.5 
町債償還元金 8,424 

町債償還利子 4,352 

14 予備費 64,024 0.9 32,358 31,666 97.9   

合 計 7,530,000 100.0 7,670,000 ▲140,000 ▲1.8   
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６ 地方債残高と基金残高の推移 

（1）地方債残高の見込み                            （単位：千円） 

区分 R３決算 R４決算 R５決算 R６決算見込 R７末見込 

一般会計 5,807,488 5,640,224 5,600,035 5,983,045 6,429,342 

農業集落排水事業 1,297,400 1,170,714 1,085,066 153,652 102,182 

地域開発事業 411,000 455,500 488,250 432,750 373,250 

公共下水道事業会計 3,521,086 3,368,438 3,223,186 3,766,442 3,782,269 

水道事業会計 13,031 10,971 8,867 56,719 204,526 

合 計 11,050,005 10,645,847 10,405,404 10,392,608 10,891,569 

対前年度増減 ▲ 264,434 ▲ 404,158 ▲240,443 ▲12,796 498,961 

 

（2）基金残高の見込み                      （単位：千円） 

区分 R３決算 R４決算 R５決算 R６決算見込 R７増減 R７末見込 

一般会計 2,081,295 2,058,530 2,166,136 2,184,748 ▲162,498  2,022,250 

 財政調整基金 852,071 854,223 854,987 905,866 ▲99,097  806,769 

 減債基金 65,767 65,833 82,795 104,751 53 104,804 

 地域福祉基金 32,740 35,740 30,753 27,768 14  27,782 

 公共施設整備基金 744,139 844,883 841,178 743,601 ▲24,629  718,972 

 ふるさと元気づくり基金 335,437 206,551 296,942 335,990 ▲40,032  295,958 

 発電設備管理基金 1,098 1,206 1,370 1,531 161 1,692 

 ケーブルテレビ放送施設基金 42,027 47,069 52,085 57,112 5,028 62,140 

 地方創生寄付活用基金 8,016 3,025 6,026 8,129 ▲3,996  4,133 

特別会計 300,536 281,152 336,251 322,649 161 322,810 

 国民健康保険財政調整基金 179,868 170,048 155,108 155,186 77  155,263 

 介護保険支払準備基金 97,240 97,338 167,372 167,456 84 167,540 

 地域開発基金 23,428 13,766 13,771 7 0 7 

合 計 2,381,831 2,339,682 2,502,387 2,507,397 ▲162,337  2,345,060 

対前年度増減 45,558 ▲ 42,149 162,705 5,010  ▲162,337  
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７ ふるさと元気づくり基金の充当事業 

令和７年度予算ではふるさと納税の寄付金を原資とした「ふるさと元気づくり基金」から、

それぞれ目的にあった事業の財源として２億円を充当しています。 

該当する基金の目的 事業名 充当額（千円） 

①子育て・教育 ICT 教育推進事業 ※タブレット更新等 32,000   

①子育て・教育 「自分らしい学び」応援事業 1,000   

①子育て・教育 地域人材教育推進事業 2,000   

①子育て・教育 南小学校維持管理事業  2,000   

①子育て・教育 北小学校維持管理事業  1,000   

①子育て・教育 南小学校教育活動運営事業 ※学用品費、校外活動費等 14,000   

①子育て・教育 北小学校教育活動運営事業 ※学用品費、校外活動費等 3,000   

①子育て・教育 中学校教育活動運営事業 ※学用品費、校外活動費等 15,000   

①子育て・教育 町立学校運営事業（中学校カバン） 1,000   

①子育て・教育 外国語指導助手招致事業 8,000   

①子育て・教育 町立図書館管理運営事業（開館 40 周年記念事業） 1,000   

①子育て・教育 青少年校外スポーツ活動支援事業（地域移行） 3,000   

①子育て・教育 町立保育園食育推進事業 8,000   

①子育て・教育 出生祝金支給事業 3,000   

①子育て・教育 子ども・家庭包括支援事業 9,000   

①子育て・教育 福祉医療費給付事業（子ども窓口負担無償化） 10,000   

①子育て・教育 公園管理事業（インクルーシブ遊具） 5,000   

②福祉 タクシーを利用した外出支援事業 7,000   

③自然・環境 地球温暖化防止対策推進事業 10,000   

③自然・環境 一般廃棄物収集運搬事業（生ごみ処理） 6,000   

③自然・環境 町有林保育事業 10,000   

③自然・環境 私有林整備支援事業 3,000   

③自然・環境 森林病害虫等対策事業 2,000   

④町 PR・移住 観光振興事業（音楽祭・灯ろう流し） 1,000   

⑤安心安全 町道維持修繕事業 12,000   
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⑤安心安全 道路安全対策事業 9,000   

⑤安心安全 県道路整備事業 3,000   

⑤安全安心 防災・減災対策事業（テント・ベッド購入） 3,000   

  ⑥農商工、企業支援 市田柿振興事業 5,000   

⑥農商工、企業支援 有害鳥獣駆除等事業 11,000   

合 計 200,000   
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８ 行財政経営の見える化 

（1）予算公開検討会について（町長公約） 

町の予算がどのように決まるのか…など、町民の皆さまに町の行財政経営に関する理解を深

めていただくことを目的として、平成 30 年度から町長査定の一部を公開しています。令和７年

度予算は 2 月７日に予算公開検討会を行いました。町で毎年実施している約 500 の事務事業の

中で、新規事業や町民の皆さまの関心が高いと思われる事業について、町ケーブルテレビでの

生中継や YouTube 動画配信を通じて、検討の様子を公開しました。今後も次年度のお金をどう

使うのかなど、町民の皆さまにわかりやすくお伝えしていきます。 

 

（2）予算公開検討会の概要 

①子ども・家庭包括支援事業について                  担当課：健康福祉課 

担当課から 

全国的に貧困や子どもが抱える課題、家庭が抱える課題は多くなっており、高森町においてもこども家

庭総合支援室や母子保健、福祉などの部署において多くの相談が寄せられている。「家庭」とは、子どもに

とって最初に社会と接する環境であり、社会性と人間関係の基礎となる場所となるが、すべてを家庭で担

うのは難しい現状にある。子どもを育てることは、家庭だけでなく社会全体の役割であり、だからこそ社

会、地域とのつながりが重要になる。そのため、子ども、家庭が地域など関係機関と繋がるための中核的

機能を備え、気軽に相談できる身近な相談機関として「たかもりこども家庭センター」を設置し、妊娠期

から乳幼児期、学童期、思春期と切れ目なく包括的に応援をしていきたい。 

町長から 

国が示すガイドラインでは、子どもの育ちについて困り感がある家庭や、生活水準が一般家庭よりも低

い家庭を支えることに重きを置いた方針だが、それだけではない全ての家庭が同じように相談ができる体

制が必要。その窓口として機能するためには、「たかもりこども家庭センター」をしっかりと広報して利用

してもらうこと。家族と家庭の違いは、そこに環境が加わるかどうかだと思う。この事業は町長部局と教

育委員会部局が一緒になって行う事業であり、高森町スタイルとして学校の先生方とのすり合わせも必要。

不登校の児童生徒の数が増えてきているということや発達支援の対象となる方が増えてきているといった

背景を抑えながら、そういった方でも社会に適応して自立していくということを目指して、そのためには

どうしたらいいのかということをいろんな皆さんと話をして検討していってもらいたい。 

 

②生ごみ処理の実証実験について                    担当課：環境水道課 

担当課から 

高森町から出るごみの量は、人口 10 万人未満の市町村（約 1,400 自治体）の内、少ない方から全国 12

位となっており、資源を使わないため、環境に優しい町であるということが言える。町民一人当たりが年

間に出すごみのうち、燃やすごみの割合が約 6 割であり、うち６割が生ごみとなっている。南信州地域の

ごみ焼却施設である稲葉クリーンセンターの稼働状況から、建設時に設計した年間焼却量を上回る燃やす

ごみが処理されており、課題となっている。当町では、平成 11 年度から「生ごみ処理機購入に対する補

助」を行っているが、来年度からは、町内から燃やすごみとして出されるごみのうち、生ごみを少しでも

リサイクルに回してごみの減量化につなげたい。町のリサイクルステーションに、ヌーボー菌を活用した

生ごみ処理機を設置し、収集量に応じて地域のお店などで使えるポイントを付与するといった形で実証実

験を行い、環境基本計画の柱でもある「循環型社会の構築と環境負荷の低減」を図りたい。 

町長から 

稲葉クリーンセンターの稼働状況から、何らかの形で燃やすごみを更に減らしていく方法を考えなくて

はならない。ヌーボー菌を紹介いただき、実際に現場に行って処理される様子を確認したところ、分解速

度が非常に早く、たくさんの生ごみを持ち込んでいただいてもこの菌を使えば分解可能ではないかと思う。

今回の実証実験については事前に環境省へ相談済みである。補助金は付かなかったが、注目をしていただ

いている。収集日については、町民ニーズを把握し、毎週火・金曜日の収集ではなく、平日と週休日を上

手く組み合わせることで効率的に収集が可能な場合もあると思うので、引き続き研究をしていくこと。年

間を通して処理速度が一定なのかは実際に使ってみないと状況がわからない。季節感でどんな変化が起こ

るかを調べながら、将来的に町がこの事業を継続していくかどうかを判断していきたい。 
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③子育て関連費用の保護者負担軽減について          担当課：教育委員会・健康福祉課 

担当課から 

子育て支援の一環として、小中学校の学用品費や保育園の保育料、福祉医療など個人負担を公費負担す

ることで、保護者の経済的負担を軽減し、子育て世帯の家計を支援する。 

①学用品費・修学旅行等校外活動費の保護者負担軽減について 

学校教育費の中で児童生徒・保護者が自らの負担となっている学用品費と就学旅行費などは、教育活動

の結果として直接的な利益が児童生徒に還元されるものとして公費負担としたい。 

②保育園の白飯提供について 

現在、町立保育園では主食となるご飯は持参いただいているが、夏場などご飯の劣化などによる衛生上

の心配があるため、主食費（ご飯・パン）については園で提供するものとし、提供費用は町負担としたい。

また、町内私立認定こども園については、保護者負担がかからないよう町から園に対して補助する形とし

たい。 

③保育料基準額の見直しについて 

国が定める保育料基準額を基に各市町村が定めることとなっており、保護者の方の住民税額と保育の時

間によって階層別に決められている。平成 29 年度を最後に「保育料基準額」の改正をしていなかったが、

今回の見直しにより階層ごとの基準額を全体で平均１０％程度の引き下げを行いたい。 

④学校給食費ついて 

保護者負担をいただいているが、近年の物価上昇により本来いただくべき費用の一部を公費負担とし、

保護者負担額は据え置きをしてきている。令和 7 年度においても物価上昇により更に学校給食費が上がる

ことになるが、引き続き上昇分（給食費全体の約 13％～16％）を公費負担としたい。 

⑤福祉医療費ついて 

子ども（18 歳以下）の医療費の一部を助成する制度で、現行の制度では医療機関ごとに月 500 円の窓

口負担で医療サービスを受けられる制度となっているが、令和 7 年 4 月診療分から対象年齢の窓口負担な

しで医療サービスを受けられるように変更したい。 

町長から 

①学年や学級で使う教材費用は保護者が負担するべきか、教育の一環として町として負担するべきか考え

ると、広く子どもたちに教育の機会が届けられるような形をとっていくのであれば公費負担をしていくと

いうことを考えなくてはならない。一方で、学校給食費については、学校給食法で保護者負担とするとい

うことが明記されている。ほかにも様々なことで保護者の皆さんに負担をしていただいている中で、最初

に考えなくてはならないのは、教育教材を全ての子どもが使いたいときに使える環境を整えるのはどうし

たらいいのかということの中で私から公費負担額の試算をお願いしたもの。校外活動費は、分かりやすい

例は修学旅行になるが、子どもたちが「この目的でこの場所に行きたい」ということを考える機会として

ほしい。そのためであれば町がその費用の一部を負担しても構わないのではないかと思う。行く場所によ

って学年で差が出てしまうといった課題が出ると思うので、どこまでを町負担とするかの検討は必要。教

材費については、全ての子どもに 1 セットということではなく、学年単位で必要な数を用意するなど予算

の切り詰めをした上で公費負担とする。校外活動費については、公費負担とする部分をどこまでにするか

は引き続き検討することとし、保護者負担も引き続き出るものになるので、保護者会の皆さんと議論をし

て進めていくように。 

②ご飯等の主食については町が提供し公費負担で問題ない。町内私立認定こども園についてはきちんと補

助すること。 

③について、見直しを実施することで、対象となる「子ども・保護者」がどういう状態になることを目指

すのかという対象と意図を整理して実施すること。 

④公費を充てるということは全ての町民の皆さんの税金で負担しているということ。保護者の方がこのこ

とをきちんと理解していただかなければ補助する意味がない。今後、これらの仕組みについて対象者に伝

わる広報を実施すること。 

⑤窓口負担なしで病院に係るということが家庭のためになっているのか若干疑問はあるが、それ以外の家

庭支援をきちんと行っていくということで、福祉医療費については窓口負担ゼロで問題ない。500 円の負

担がなくなったことによって病院の受診率にどんな変化が出るのか注視していくこと。 
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【参考】 

 以下の事業については、令和 7 年度当初予算ではありませんが、重要な事業であるため担当課よ

り町民の皆様への説明と意見交換を行いました。 

信州たかもり温泉改修事業について【令和 6 年度補正】           担当課：産業課 

担当課からの説

明の要旨 

湯ヶ洞、御大の館の施設ができて約 30 年を迎える。これまで町内外の多くの方に利用していただいて

きたが、宿泊や宴会利用が時代とともに変化していることや設備面での機器の更新時期を迎えるなど、様々

な課題がある中で、リニューアルに向けた検討を行ってきている。多くの方からご意見をいただきながら

進めていくため、ご意見を伺いたい。 

・7 月にリニューアル基本構想を町で策定。基本構想を基に、各種団体の代表者や利用者の方と共に検討

委員会を立ち上げ、計 5 回開催し基本設計案をまとめた。 

・基本設計案としては、2 つの施設をそのまま活かしながら、一体として活用していく案となっている。 

・入口を現御大の館へ一本化。宿泊についてはシングルユースに変更。現湯ヶ洞の浴室があった部分にレ

ストランをまとめる。 

・新たにコミックライブラリーを新設し、日帰り入浴や食事以外の方の利用も見込む。 

・浴室については、現在の形を変えないことをベースとするが、露天風呂部分に 15 名～20 名が利用でき

る新たなサウナを設置。 

・総事業費は約 15 億円で試算をしており、温泉の配管などの整備の対応年数がきており更新が必要にな

ってきている。建築に対する財源は、国からの交付金が約半分の 7.5 億円、残りの半分は起債（借入）

で 7.5 億円と想定している。 

・スケジュール：令和 7 年 3 月の補正予算で予算が成立した場合、国からの交付決定後に実施設計に着手。

概ね 8～9 月頃から現湯ヶ洞部分から工事を進め、令和 8 年度中に工事完成を予定している。 

来場者から頂い

た意見など 

・検討委員会ではどのような議論をされてきたのか。委員会で示された資料や会議記録を共有された上で

議論したい。 

→議事録については HP へ公開の準備をしている。検討委員会の中では、例えば、湯ヶ洞の宿泊について

なぜシングルユースになったのか？などの意見があり、利用形態が時代とともに変わってきていること

や、町内の宿泊業を営む事業者が減ってきているといった背景などを示した上で検討を進めてきた。こ

れら以外にも町民の皆さんからのアンケートを基にした検討など様々なことを議論してきている。 

・3 月の議会に提案していくということだが、あまりにも拙速すぎるのではないか。議会も町民が参加す

る場になる。議会に予算を提案していく前に町民がもっとこの事業に対して検討する期間がないと町民

意見不在のまま予算の審議になってしまう。 

→進め方については、3 月までに基本設計をまとめ、4 月以降に実施設計を行い設計が終わったら工事を

発注していくという流れになる。基本設計が終わった段階で、どんな方向性で進めていくのかといった

説明会を行った上で実施設計に入っていくといった手順になる。実施設計費を含めた予算をどのタイミ

ングで組むかということだと思う。ある程度事業を実施するといった方向性で予算付けだけはしておか

ないと、その後の実施設計などに進むことができなくなってしまい、どんどん事業の進捗が遅くなって

いってしまうということが起こる。およそ 2 年間をかけて設計から工事を行っていくことになるので、

2 年間のなかでどうのように事業配分し進めていくのかは議論していきたい。全ての事業がこのような

予算付けの仕組みになっていることをご理解いただきたい。 

・地域の飲食店からお弁当やお菓子などを仕入れて、小さなお店をたくさん作るといったことがあると面

白いと思うが、そういったことに予算はつけることはできるのか。 

→宴会については規模を縮小していくという方針だが、現在の食堂的機能はレストランで引き続き行って

いく形になる。その中で地域食材を活かすということや、地域の事業者さんが参画いただく機会をつく

るといったことは運営者との話の中で行っていくことになる。 

・起債を 7.5 億円して約 15 年かけて償還していく際に、国からの補助なく単純に町が払わなければならな

いお金は 3.75 億円で年間 2,500 万円になるが、それに見合う収益は得られるのかというシミュレーショ

ンはあるのか？ 

→実施設計が出来上がってこないとシミュレーションも変わってきてしまうということもあるが、現時点

でもシミュレーションをしてお示ししていく必要があると思いますので、改修後に運営を担っていく事

業者と共に現在詰めている状態。 

・サウナの設置はとても良いと思う。湯上りラウンジで水分をとれるとのことだが、サウナから遠いので

はないか。脱水状態にならないように、お風呂の中で水分がとれる方法は考えているか。 

→意見募集のなかでも同様の意見をいただいた。かつては脱衣室のところに冷水機がおいてあったので復

活させてほしいといった意見もある。他のサウナ施設を参考に、いただいた意見を参考に検討を進めて
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いきたい。 

町長）町が継続してこの施設を運営していくということに対しては慎重に対応していかなければならない

と思っている。なんとか民間に引き受けてもらう方法を考えてきたが難しかった。ギリギリまで民間に

引き受けてもらうという方法を探しながら検討していきたい。公共がこういった分野を進めていくとい

うことは「公共の福祉」といった部分になるが、「収益事業」というものは町の目的にないものになる。

そういったところとのバランスを取りながら進めていく必要があるのではないかと思う。今回の検討は、

改修在りきで検討を進めてきており、改修をした場合約 15 億円かかるといったことが示されてきてい

る。15 億円かけるくらいなら辞めた方がいいといった意見も当然出てくると思ったが、相対的に出てき

た意見は、もっとこうしてほしいといった意見が多く、町としても戸惑っているような状態。町で説明

できることはしっかりと説明していき、温泉がどうあるべきかを一緒に考えていただきたいと思う。 
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高森町役場総務課 

0265-35-9402 
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